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リニア中間駅を核とした圏域形成について
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○「日本中央回廊」の核となる新たな圏域形成により、多様な自然や文化を有する地域を内包する新たな経済集積圏域の形成を目指す。
○①生活・交流②産業・しごと③観光④交通ネットワークという４つのテーマに基づく施策の実現により、新たな圏域形成の効果を広域に波及させ
る。
○地域活性化やダブルネットワークによるリダンダンシーの確保を図る。

未来を呼ぶ、
新しい暮らしの風景

地域生活圏の形成、二地域居住の
促進へ

リニアがつなぐ
圏域を越えた
魅力の創造

世界が注目する
新たな広域観光モデルへ

リニア中間駅から広がる
次世代の

ビジネスフロンティア
人流・物流の活性化による産業創造へ

リニア中間駅、
交通の新たな拠点へ

人が出会い、ビジネスがつながる
新たな結節点へ

リニア中間駅、
交通の新たな拠点へ

（相模原市）

（甲府市）

（飯田市）

（中津川市）
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リニア開業に伴う新たな圏域形成に関する関係府省等会議中間取りまとめ（2024年（令和６年）９月）
リニア中間駅を始めとした新たな広域圏形成 ～かがやく未来へ～



○ 広域地方計画は、国土形成計画法（昭和25年法律第205号）第９条に基づき、全国計画（国土形成計画）を基本として、広域地方
計画区域ごとに国土の形成に関する方針や目標等を定めるもの。

○ 広域地方計画区域は、東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏の８圏域。
（※）北海道、沖縄は、別の根拠法に基づき、それぞれ、北海道総合開発計画、沖縄振興基本方針・沖縄振興計画を有する。
○ 新たな広域地方計画について、国の出先機関、地方公共団体、経済団体等で構成される各圏域の広域地方計画協議会が原案を作成。

関係各行政機関の長への協議等を経て、令和８年６月30日（火）、計画策定（国土交通大臣決定）。

新たな広域地方計画について

広域地方計画

○国と地方の協働による広域圏づくり（大臣決定）

広域地方計画協議会

・学識経験者からの
意見聴取
・市町村からの提案
・地域住民の意見
（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ）

≪東北圏≫

≪首都圏≫
≪中部圏≫

≪近畿圏≫

≪四国圏≫

≪九州圏≫

≪中国圏≫

≪北陸圏≫

※北海道総合開発計画、沖縄振興計画とも連携して推進※北海道総合開発計画、沖縄振興計画とも連携して推進

広域地方計画区域

国の
出先機関

都府県・
政令市

経済団体等
圏域内の
市町村・
隣接自治体

協
議
を
経
て

国土交通大臣 広域地方計画の策定

・国の出先機関、地方公共団体、経済団体等で広域地方計画協議会を組織
・計画の策定に向けて、各主体が対等な立場で連携・協力
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中間取りまとめを踏まえた新たな広域地方計画への反映

○ リニア中央新幹線の中間駅を核とした新たな圏域形成について、神奈川県及び山梨県が含まれる「首都圏広域地
方計画」並びに長野県及び岐阜県が含まれる「中部圏広域地方計画」において、それぞれ、関係府省等会議の中間
取りまとめを踏まえて、４つのテーマ別にヒトの移動にかかる時間距離短縮効果をいかして取り組むことを記載。

【生活・交流】

○新たな人流の創出とその循環の活性化を通じた二地域居住
の促進等により、若者世代を始めとした関係人口の増大を
図る。

○地域課題について、関係人口と住民
が連携して対応する新たな地域づくり
（地域生活圏）の推進を図る。

【観光】

○隣接圏域等とも連携し、観光資源・文化資源の保全・活用
と、その持続可能性や価値を更に高めるための受入環境の
整備を推進。

○リニア中間駅を核とした世界に選ばれ
る新たな広域観光モデル創出に向け取
り組む。

【産業・しごと】

○リニア中間駅周辺地域のロボット、航空宇宙産業・水素
エネルギー等の先端技術拠点の形成などにより、新たな
ビジネスの創出による商圏・販路の拡大を図る。

○圏域間の人流・物流を活性化し、我が
国の成長をけん引する次世代のビジネ
スフロンティアの形成に向け取り組む。

【交通ネットワーク】

○交通ネットワークの形成等により、各地のつながりを
強化し、人流、物流の更なる拡大・強化や次世代モビ
リティの活用を通じてイノベーションの創造を図る。

○交通の結節点となるリニア中間駅周辺の
まちづくりやリニア中間駅の効果を広域
に波及させるためのアクセス向上等によ
り、新たな拠点形成に向け取り組む。
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＜記載内容のポイント＞



新たな広域地方計画における各県の関連記載

【神奈川県駅】
〔ロボット産業〕
○周辺地域では、さがみロボット産業特区を活用した研究開発機能
の集積。

〔イノベーションハブ〕
○国内外から人や次世代技術が集まる
先端技術の拠点を形成し、イノベー
ションハブやスタートアップハブ、
宇宙産業等の成長産業の集積を目指
す。

○ 関係府省等会議の中間取りまとめを踏まえ、沿線各県における、リニア中央新幹線の中間駅を核とした取組につい
ても新たな広域地方計画に記載。

【山梨県駅】
〔研究開発機能の拠点化〕
○スタートアップ企業等の実証実験が盛んに行われる環境づくり
を進め、新たなイノベーションが創発される「テストベッドの
聖地」としての地位を確立する。

〔水素エネルギー〕
○「やまなしモデルP2G システム」の技

術を核とした水素利活用の展開を進め、
地域の強みをいかした先進的なエネル
ギー政策の展開を図る。

【長野県駅】
〔立地・産業競争力強化〕
○ものづくり産業の強みの更なる高度化、高付加価値化を実現する
とともに、産官学が一体となって再生可能エネルギーや次世代エ
ネルギーの創出・利用に取り組む。

〔交通ネットワーク〕
○地域経済・観光の活性化、住民の
生活の向上及び駅周辺から圏域内
外のアクセス等の向上を図るため、地域内外
地域内及び広域的な交通ネットワ
ークの整備を推進する。

【岐阜県駅】
〔移住定住の促進〕
○移住フェアの開催など県内就職や移住定住の促進に向けた取組、
ドローンの導入等によるスマート物流の推進等、ＤＸを活用した
質の高い生活環境の整備を推進する。

〔周遊観光の創出〕
○豊かな自然や歴史、伝統文化等の観光
資源の磨き上げや旅行商品の造成・プ
ロモーション等により、新たな周遊観
光の創出等に向けた取組を推進する。

イノベーション創出拠点
「FUN+TECH LABO」

（神奈川県）

米倉山に設置されている
P2Gシステム
（山梨県）

リニア長野県駅（仮称）周辺及び
その近郊まちの未来図（案）たたき台

（長野県飯田市資料）

リニア岐阜県駅（仮称）
周辺エリアイメージ

（岐阜県中津川市資料）
4

＜記載内容の例＞



（参考） 首都圏広域地方計画 概要版（対象区域：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県）
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（参考） 中部圏広域地方計画 概要版（対象区域：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）
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第４章 広域連携プロジェクト
第２節 首都圏の強みを伸ばすプロジェクト
ＰＪ２－２．広域的な交通インフラを活用した地域連携プロジェクト
１．目的・コンセプト

（参考） 首都圏広域地方計画への反映 （抜粋） 〈広域連携プロジェクト〉

リニア中間駅を核とした新たな圏域形成に向け、時間距離短縮の効果とデジタル技術の活用から生まれる新たな「生活・交流」及び「産業・
しごと」、圏域をつなぐ「観光」、これらを支える「交通ネットワーク」の４つのテーマ別に以下のとおり取り組む。

（生活・交流）
リニア中央新幹線開業に伴う新たな人流の創出とその循環の活性化を通じた二地域居住の促進等により、若者世代を始めとした関係人口の日

本中央回廊エリアへの増大を図るとともに、自然豊かな環境の中で、品川・名古屋といった中央の都市と４県の中間駅を中心としたこれまでに
類のない都市と地方にまたがる新しい暮らしの実現に向け取り組む。その結果として、医療・福祉、交通、買い物などの地域課題についても、
関係人口と住民が連携して対応する新たな地域づくり（地域生活圏）の推進を図る。

（産業・しごと）
リニア中間駅周辺地域のロボット、航空宇宙産業・水素エネルギー等の先端技術拠点の形成や地場産業の強み、及びこれらに係る人材・ソ

リューション等の協力・連携を図り、新たなビジネスの創出による商圏・販路の拡大を図る。あわせて、圏域間の人流・物流の活性化を図るこ
とにより、圏域全体の活力を広域に波及させ我が国の成長をけん引する次世代のビジネスフロンティアの形成に向け取り組む。これらにより、
日本をリードし、支える「日本中央回廊」の形成を図る。

（観光）
隣接圏域等とも連携し、各地の観光資源・文化資源を保全・活用するとともに、その持続可能性や価値を更に高めるための受入環境の整備を

推進することで、リニア中間駅を核とした世界に選ばれる新たな広域観光モデル創出に向け取り組む。

（交通ネットワーク）
リニア中間駅を始めとした新たな圏域内及び他圏域との交通ネットワークの形成等により、各地のつながりを強化し、新たな圏域を越えた人

流、物流の更なる拡大・強化や次世代モビリティの活用を通じたイノベーションの創造を図るとともに、交通の結節点となるリニア中間駅周辺
のまちづくりやリニア中間駅の効果を広域に波及させるためのアクセス向上等により、「生活・交流」「産業・しごと」「観光」の新たな拠点
形成に向け取り組む。
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（参考） 中部圏広域地方計画への反映 （抜粋） 〈広域連携プロジェクト〉

リニア中間駅を核とした圏域形成強化に向けて、中枢機能の立地や移転受入の促進、インバウンドもターゲットとした広域観光の促進による
交流人口の拡大、首都圏のバックアップや食料供給・医療提供の拠点となる機能の強化に取り組む。
また、リニア中間駅を核とした地域づくりとして駅周辺を始めとする企業誘致を促進し産業力の強化を図ることで、雇用の創出並びに移住及

び関係人口の拡大を図る。
具体的には、時間距離短縮の効果とデジタル技術の活用から生まれる新たな「生活・交流」及び「産業・しごと」、圏域をつなぐ「観光」、

これらを支える「交通ネットワーク」の４つのテーマ別に以下のとおり取り組む。

（生活・交流）
リニア中央新幹線開業に伴う新たな人流の創出とその循環の活性化を通じた二地域居住の促進等により、若者世代を始めとした関係人口の日

本中央回廊エリアへの増大を図るとともに、自然豊かな環境の中で、品川・名古屋といった中央の都市と４県の中間駅を中心としたこれまでに
類のない都市と地方にまたがる新しい暮らしの実現に向け取り組む。その結果として、医療・福祉、交通、買い物などの地域課題についても、
関係人口と住民が連携して対応する新たな地域づくり（地域生活圏）の推進を図る。

（産業・しごと）
リニア中間駅周辺地域のロボット、航空宇宙産業・水素エネルギー等の先端技術拠点の形成や地場産業の強み、及びこれらに係る人材・ソ

リューション等の協力・連携を図り、新たなビジネスの創出による商圏・販路の拡大を図る。あわせて、圏域間の人流・物流の活性化を図るこ
とにより、圏域全体の活力を広域に波及させ我が国の成長をけん引する次世代のビジネスフロンティアの形成に向け取り組む。これらにより、
日本をリードし、支える「日本中央回廊」の形成を図る。

（観光）
隣接圏域等とも連携し、各地の観光資源・文化資源を保全・活用するとともに、その持続可能性や価値を更に高めるための受入環境の整備を

推進することで、リニア中間駅を核とした世界に選ばれる新たな広域観光モデル創出に向け取り組む。

（交通ネットワーク）
リニア中間駅を始めとした新たな圏域内及び他圏域との交通ネットワークの形成等により、各地のつながりを強化し、新たな圏域を越えた人

流、物流の更なる拡大・強化や次世代モビリティの活用を通じたイノベーションの創造を図るとともに、交通の結節点となるリニア中間駅周辺
のまちづくりやリニア中間駅の効果を広域に波及させるためのアクセス向上等により、「生活・交流」「産業・しごと」「観光」の新たな拠点
形成に向け取り組む。

第３部 新たな中部圏に向けた主要な施策
第２章 広域連携プロジェクトの展開
第７節 日本中央回廊まんなか圏域拡大プロジェクト
２．リニア中間駅を核とした圏域形成強化

8



（参考）首都圏広域地方計画への反映 （抜粋） 〈神奈川県駅〉

・リニア神奈川県駅は、京王相模原線や南多摩尾根幹線道路など交通ネットワークのほか、約22万人の居住人口を有する多摩ニュータウン
地域と近接しており、現況道路ネットワークによる60分圏域人口は985万人となっている。

・また、周辺地域では、さがみロボット産業特区を活用した研究開発機能の集積のほか、首都圏最大となる宮ヶ瀬ダムやリニア中央新幹線
の関東車両基地など大規模な社会インフラが集まる地域である。

・ニュータウンが持つ住環境をいかした職住近接の実現やロボット特区における新たな産業の職住近接が生み出す新たな産業や知的対流を
リニア中央新幹線により東京都心や名古屋、大阪方面など広域的に波及させるとともに、社会インフラを活用した集客が期待されるた
め、リニア神奈川県駅と圏央道などの道路ネットワークの連携による県央地域を起点とした視点で、広域連携プロジェクトの実施状況
を踏まえる。

・働く人々に神奈川県ならではの都市と地方にまたがる新しいライフスタイルを提供することで、新たな人の流れを創出し、移住を促進す
る。

・イノベーション創出促進事業、相模原市・橋本駅を中心とした広域スタートアップ支援ネットワーク形成事業、相模原アクセラレーショ
ンプログラムなどによりイノベーションエコシステムの形成強化を図るとともに、さがみロボット産業特区をいかしたロボットフレン
ドリー実証事業などにより、国内外から人や次世代技術が集まる先端技術の拠点を形成し、首都圏における新たなイノベーションハブ、
スタートアップハブの形成や、ロボット産業及び宇宙産業による成長産業の集積を目指す。

・県内全域の観光情報の発信を行うとともに、最も近い広域観光圏（かながわ観光連携エリア）への誘客及び周遊を強化するための基盤整
備を行うことで、県内周遊を促進し、更なる県内全域での観光振興を図る。また、神奈川県駅の設置に伴い、周辺地域において、工事
現場も活用するなど、文化・芸術の要素を取り込んだ地域活性化の取組を推進する。

・全国との交流と連携を促進するため、神奈川県駅を核とする「北のゲート」と、現在、誘致を進めている東海道新幹線新駅を核とする
「南のゲート」の形成を図るとともに、それに関連する鉄道ネットワーク等の充実強化に取り組み、ネットワーク型都市圏の形成を目
指す。また、駅周辺及び地域間のアクセスや利便性向上を図るため、広域的な交通網の整備を促進する。

第４章 広域連携プロジェクト
第２節 首都圏の強みを伸ばすプロジェクト
ＰＪ２－２．広域的な交通インフラを活用した地域連携プロジェクト
３．地域的な視点
①リニア神奈川県駅周辺地域

■ リニア神奈川県駅周辺地域に関する記載を抜粋
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（参考）首都圏広域地方計画への反映 （抜粋） 〈山梨県駅〉

・リニア山梨県駅は、中央自動車道にスマートICを介して直結する予定であり、高速道路ネットワークとの連携により、例えば軽井沢から
名古屋・大阪への最短時間経路はリニア山梨県駅経由となるなど、南は静岡県から北は長野県までの広域アクセスが飛躍的に向上する。

・移動圏域が県境を越えて拡大し、地域の特徴を踏まえた観光や移住・二地域居住による交流人口の拡大が期待される。このため、都市部
と山梨県を結ぶ二地域居住の魅力を発信するプロモーションを積極的に展開するとともに、広域観光の推進により地域の魅力を発信する。

・スタートアップ企業等の実証実験が盛んに行われる環境づくりを進め、新たなイノベーションが創発される「テストベッドの聖地」とし
ての地位を確立する。それを突破口に、国内外の優秀な企業や研究者等が結集し、新たな産業の創出や研究開発機能の拠点化につなげる
ことで、「最先端技術で未来を創るオープンプラットフォーム山梨」の実現を目指す。

・特に、水素エネルギー社会に向けた実証試験の拠点となる「米倉山」の機能を最大限に発揮し、強化を進め、国内外の企業や研究者の交
流促進や、県内企業の技術力向上などに取り組む。具体的には、「山梨大学」や「米倉山次世代エネルギーシステム研究開発ビレッジ
（Nesrad）」における世界最先端の技術者等の交流を通じて、リニア山梨県駅を起点とした人的・知的交流のハブ機能を強化する。さら
に、「やまなしモデルP2Gシステム」の技術を核とした水素利活用の展開を進め、来たるべき水素社会の姿を明確に示す「やまなし水素
社会実現戦略」の推進を通じて、地域の強みをいかした先進的なエネルギー政策の展開を図る。

・産業・観光振興、災害時の輸送路確保、都市部との二地域居住の促進に向けて、高規格道路等の強靱で信頼性の高い道路ネットワーク整
備を推進するほか、地域間の交通円滑化と社会経済活動の活性化を図るため、広域道路ネットワークと日常生活に密着した幹線道路の整
備を進める。また、リニア山梨県駅周辺では、中央自動車道や新山梨環状道路などの既存インフラに加え、スマートICの整備を通じて広
域的な交通結節機能の構築と強化を進める。

・さらに、リニア中央新幹線の開業効果を最大限に発揮するため、リニア山梨県駅の利用者数や停車本数の増加による好循環の創出を目指
すとともに、観光客の周遊や地域経済を支える基盤となる公共交通網の再編に取り組む。その一環として、リニア山梨県駅を富士山観光
の玄関口として位置付けるとともに、富士トラム等を活用した、県内各拠点を結ぶ新たな基幹路線の検討を進める。また、自動運転タク
シーや公共ライドシェア、空飛ぶクルマなどの新しい移動手段の活用も視野に、県内全域をシームレスにつなぐ交通ネットワークの実現
を図る。

第４章 広域連携プロジェクト
第２節 首都圏の強みを伸ばすプロジェクト
ＰＪ２－２．広域的な交通インフラを活用した地域連携プロジェクト
３．地域的な視点
②リニア山梨県駅周辺地域

■ リニア山梨県駅周辺地域に関する記載を抜粋
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（参考）中部圏広域地方計画への反映 （抜粋） 〈長野県駅〉

・「森林資源」、「豊かな自然環境」、「再生エネルギー創出の高いポテンシャル」等の強みをいかし、リニア中間駅を中心と
して一極集中から多極分散型国家のモデルとなる圏域の形成を図る。

・ 地域の強みをいかした新産業・新事業創出の動きを踏まえたクラスターの形成やリニア中央新幹線開業による交流機会の拡
大に伴うイノベーション創出を推進する。

・女性や若者が県下において活躍できる環境整備に努めること等を通じ、伊那谷地域への多様な人材・ビジネスの集積を図る。
また、伊那谷地域の恵まれた自然環境や民俗芸能といった強みと特徴を最大限いかし、多様な学びの場を創出することで、主
として子育て世代を中心とした新たな人流を創出する。

・航空宇宙産業を始めとする伊那谷地域が有するものづくり産業の強みの更なる高度化、高付加価値化を実現するとともに、産
学官連携による次世代産業の創出・推進に取り組む。また、産官学が一体となって再生可能エネルギーや次世代エネルギーの
創出・利用に取り組み、国内外から人々が集う全国屈指の「ゼロカーボン地域」を実現し、新産業の創出やCSR等への意識が
高い企業の誘致を行うことで、伊那谷地域の立地・産業競争力強化の実現を目指す。

・世界水準の山岳高原観光地づくりに向けて、地域DMOの体制強化や連携を図り、世界の潮流である持続可能な観光「サステナ
ブル・ツーリズム」の取組を推進するとともに、中山道をはじめとした多様な観光資源や移動手段を活用した広域観光を推進
する。

・県内及び圏域内との広域連携を推進し、圏域内の共通資源である自然や文化、歴史等を活用した広域周遊観光の確立を目指す。

・リニア中央新幹線の整備効果を県内に波及させるため、地域の経済・観光の活性化、住民の生活の向上及び駅周辺から圏域内
外のアクセスや利便性の向上を目指し、地域内交通ネットワークのほか、リニア中央新幹線と新幹線、高規格道路等を基軸に
した東日本と西日本、太平洋と日本海を結ぶ大規模な流動を創出する広域的な交通ネットワークの整備を推進する。

第３部 新たな中部圏に向けた主要な施策
第２章 広域連携プロジェクトの展開
第７節 日本中央回廊まんなか圏域拡大プロジェクト
２．リニア中間駅を核とした圏域形成強化
（１）リニア長野県駅（仮称）

■リニア長野県駅（仮称）に関する記載を抜粋
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（参考）中部圏広域地方計画への反映 （抜粋） 〈岐阜県駅〉

・豊かな自然環境、多彩な伝統文化や食、ものづくりを中心とした多様な産業、地域特有の観光資源等を十分にいかしながら、リニア岐阜
県駅（仮称）を核とした広域的なまちづくりを推進する。

・コロナ禍で加速した新たな地方分散の流れをとらえ、リニア中央新幹線の開業による利便性をいかすとともに企業集積と産業力強化によ
る雇用促進や空き家等を含めた既存住宅の活用等による定住人口の拡大への取組を推進し、中京大都市圏の一角として重要なポジション
を占める都市圏形成に取り組む。

・移住フェアの開催など県内就職や移住定住の促進に向けた取組や子育て支援体制の整備、地域を担う人材育成等のための教育環境の充実
を推進するとともに、遠隔医療の推進による医療提供体制の強化やドローンの導入等によるスマート物流の推進等、DXを活用した質の高
い生活環境の整備を推進する。

・首都圏、近畿圏の企業や外資系企業へのPR活動など、総合車両基地を核としたリニア関連企業等の集積や、スタートアップ・ベンチャー
企業、先端産業等の研究機関の誘致等の取組により地域の特性に応じた産業クラスターの形成を推進する。

・大規模災害発生時において、首都圏と同時被災の可能性の低さとリニア中央新幹線や中央自動車道等による首都圏へのアクセスが容易か
つ確実である強みをいかし、事業継続の観点から、企業の本社機能の移転や大規模災害時のバックアップ機能の誘致等を推進する。

・リニア中央新幹線開業を契機とした国内外からの誘客に向け、県内関係組織や隣接県との連携を図り、豊かな自然や歴史、伝統文化等の
観光資源の磨き上げや旅行商品の造成・プロモーション等により、インバウンド需要も取り込み、リニア岐阜県駅（仮称）周辺のみなら
ず、県全域、さらには隣接県を含めた新たな周遊観光の創出等に向けた取組を推進する。

・岐阜県の東の玄関口としてふさわしいリニア岐阜県駅（仮称）及び駅周辺の整備を推進するとともに、東西・南北軸を形成する国道19号
瑞浪恵那道路や濃飛横断自動車道（中津川工区）等の高規格道路等の整備推進により、アクセス性や周遊性を高めるリニア岐阜県駅（仮
称）を核とした道路ネットワークの充実や多重性・代替性の強化を図る。

・AIオンデマンド交通や自動運転技術を導入した新モビリティの整備、広域バス路線の創出等により、リニア岐阜県駅（仮称）を起点とし
た交通体系の構築を地方公共団体・交通事業者との協働により推進する。

第３部 新たな中部圏に向けた主要な施策
第２章 広域連携プロジェクトの展開
第７節 日本中央回廊まんなか圏域拡大プロジェクト
２．リニア中間駅を核とした圏域形成強化
（２）リニア岐阜県駅（仮称）

■リニア岐阜県駅（仮称）に関する記載を抜粋
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（参考） 首都圏広域地方計画への反映 （抜粋） 〈他圏域に関する記載〉

・ リニア中間駅を核とした新たな圏域形成に当たり他圏域（中部圏、北陸圏、東北圏等）との連携を推進するなど、取組の
効果を広域的に波及させる。

第４章 広域連携プロジェクト
第２節 首都圏の強みを伸ばすプロジェクト
ＰＪ２－２．広域的な交通インフラを活用した地域連携プロジェクト
３．地域的な視点
⑩他圏域（中部圏、北陸圏、東北圏等）

■他圏域を関する記載を抜粋
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（参考） 中部圏広域地方計画への反映 （抜粋） 〈他圏域に関する記載〉

リニア中間駅を始めとした新たな圏域内及び他圏域との交通ネットワークの形成、デジタル技術の導入によりシームレス
な交通体系を実現し、リニア中央新幹線開業による時間距離短縮の効果を圏域の内外に波及させていく。高規格道路ネット
ワーク等とつなげることで、高速交通ネットワークの多重性・代替性を確保し、巨大災害リスクに対するリダンダンシーの
強化を図る。また、リニア中央新幹線開業による時間距離短縮の効果をいかすとともに、観光地・観光産業の再生・高付加
価値化等を推進し、自然、文化の保全と観光の両立を図るなど、個性豊かな地域の魅力をいかし、持続可能な広域周遊観光
を創出するなど、首都圏・北陸圏・近畿圏等と連携して取り組む。

第３部 新たな中部圏に向けた主要な施策
第２章 広域連携プロジェクトの展開
第９節 他圏域連携プロジェクト
２．日本中央回廊形成を見据えた広域ネットワークの強化

■他圏域連携プロジェクトを関する記載を抜粋
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（参考） 東北圏、北陸圏、近畿圏の広域地方計画への反映 （抜粋）

■周辺圏域（東北圏、北陸圏、近畿圏）

また、リニア中央新幹線の整備によって形成される日本中央回廊とのネットワーク整備・拡充を推進するとともに、首都
圏・中部圏におけるリニア中間駅（神奈川県内、山梨県内、長野県内及び岐阜県内）を核とした新たな圏域形成の取組との連
携等により、その波及効果を東北圏で享受できるよう取組を推進する。

第４章 戦略的目標の実現に向けた主要な施策（広域連携プロジェクト）
第14節 他圏域との連携プロジェクト
（４）交通・物流基盤の高質化に向けた他圏域連携

（参考）東北圏広域地方計画 抜粋

また、北陸新幹線の大阪までの全線開業なども見据えた陸海空の交通ネットワークの充実化を図るとともに、リニア中央新
幹線の段階的整備で形成される日本中央回廊とのネットワークの整備・拡充として、首都圏・中部圏におけるリニア中間駅
（神奈川県内、山梨県内、長野県内及び岐阜県内）を核とした新たな圏域形成による取組との連携などにより、その波及効果
を北陸圏で享受できるよう取組を推進する。

第５章 目標１から目標４の達成に必要な横断的な広域連携プロジェクト
第１節 隣接圏域等との連携促進プロジェクト（PJ12）
１．北陸新幹線の延伸等による環状機能を含む広域ネットワークの強化

（参考）北陸圏広域地方計画 抜粋

さらに、先行開業するリニア中央新幹線の中間駅（神奈川県内、山梨県内、長野県内及び岐阜県内）を核とした首都圏・
中部圏での新たな圏域形成の取組との連携等により、リニア中央新幹線による効果の拡大を図る取組を推進する。

第３部 広域連携プロジェクト
第10章 他圏域との連携プロジェクト
（１）国土軸ネットワークプロジェクト

（参考）関西（近畿圏）広域地方計画 抜粋
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